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1．はじめに

令和 7 年度国土交通省公共事業関係予算については，東日本大震

災や令和 6 年能登半島地震をはじめとする大規模自然災害からの復

旧・復興や災害に屈しない強靱な国土づくりのための防災・減災，

国土強靱化の強力な推進，脱炭素社会の実現に向けたグリーントラ

ンスフォーメーション（GX）の推進，国土交通分野のデジタルト

ランスフォーメーション（DX）や技術開発等の推進，持続可能な

観光立国の実現，民間投資やビジネス機会の拡大，多様な世帯が安

心して暮らせる住宅セーフティネット機能の強化などの課題に対

し，令和 6 年度補正予算と合わせて切れ目なく取り組みを進めるた

め「国民の安全・安心の確保」，「持続的な経済成長の実現」，「個性

をいかした地域づくりと分散型国づくり」を 3 本柱として計上して

いる。また，働き方改革等に向けた取り組みとして「物流の革新や

持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組の推進」，「担い手の

確保・育成や生産性向上による持続可能な建設業の実現」，「運輸業，

不動産鑑定業，造船・海運業，宿泊・観光業等における人材確保・

育成」が盛り込まれている。以下に概要を紹介する。

2．令和 7 年度予算の基本方針

（基本的な考え方）
我が国は，長年続いてきたデフレから完全に脱却するチャンスを

迎えており，物価上昇が賃金上昇を上回る現状の日本経済を成長型

の新たなステージへ移行させ，豊かさと幸せを実感できる持続可能

な経済社会を実現していく必要がある。このためには，能登半島地

震を始めとする自然災害からの復旧・復興に全力を尽くすとともに，

今回の地震等を踏まえた災害対応力の強化，防災・減災，国土強靭

化の着実な推進，交通の安全・安心の確保，海上保安能力の強化等

により，国民の生命・財産・暮らしを守り抜く必要がある。また，

持続的な経済成長に向けて，成長分野への投資を持続的に拡大し，

観光立国に向けた取組の推進，賃上げにつながる人への投資，生産

性の向上に寄与する戦略的な社会資本整備，DX・GX の推進に加え，

地方創生 2.0 に資する地域活性化の推進，「交通空白」の解消等に

向けた地域交通のリ・デザインの全面展開等に取り組む必要がある。

これらの施策を実現するため，令和 7 年度予算では，

・国民の安全・安心の確保

・持続的な経済成長の実現

・個性をいかした地域づくりと分散型国づくり

を柱に，次々頁の主要課題をはじめとして，令和 6 年度補正予算と

合わせて切れ目なく取組を進め，施策効果の早期発現を目指す。そ

の際，国土強靭化については，「5 か年加速化対策」の着実な推進
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とともに，継続的・安定的に切れ目なくこれまで以上に必要な事業

が着実に進められるよう，令和 6 年能登半島地震等の経験も踏まえ

つつ，「国土強靭化実施中期計画」策定に係る検討を最大限加速化し，

早急に策定する。

（公共事業の適確な推進）
社会資本整備は未来への投資であり，ストック効果の最大化に取

り組む必要がある。既存施設の計画的な維持管理・更新・利活用を

図りながら，上記の 3 本柱の実現に資する波及効果の大きなプロ

ジェクトを戦略的かつ計画的に展開することが不可欠であり，中長

期的な見通しの下，必要かつ十分な公共事業予算の安定的・持続的

な確保を図る。その際，近年の資材価格の高騰の影響等を考慮しな

がら労務費も含め適切な価格転嫁が進むよう促した上で，今後も必

要な事業量を確保する。

また，公共事業の効率的かつ円滑な実施・順調な執行のため，第

三次・担い手 3 法等も踏まえ，施工時期等の平準化や適正価格・工

期での契約，国庫債務負担行為の積極的な活用，地域企業の活用に

配慮した適正規模での発注等を推進するとともに，新技術の導入や

i-Construction 2.0 の推進，災害に備えた防災体制の拡充・強化に

も取り組む。あわせて，建設資材価格の変動への対応，建設産業に

おける賃上げ等の処遇改善や働き方改革の推進，外国人技能労働者

の受入・育成等に取り組む。

3．令和 7 年度国土交通省関係予算（国費）

事業毎の予算を表─ 1 に示す。

建設機械施工5月号（2025年）.indb   96建設機械施工5月号（2025年）.indb   96 2025/05/13   13:39:372025/05/13   13:39:37



97建設機械施工 Vol.77　No.5　May　2025

（単位：百万円）

事　項
国　費

備　考令和 7 年度
（A）

対前年度倍率
（A/B）

前年度
（B）

治 山 治 水 892,209 1.01 884,407 1．�本表は，内閣府計上の沖縄振興予算のうち，国土交
通省関係分を含み，国土交通省計上の北海道開発予
算，離島振興予算，奄美群島振興開発予算等のうち，
他省庁関係分を含まない国土交通省関係予算の総括
表である。

2．�本表から内閣府計上の国土交通省関係分を除き , 国土
交通省計上の他省庁関係分等を加えた国土交通省所
管の予算額は，6 兆 719 億円である。

3．�推進費等の内訳は， 
　防災・減災対策等強化事業推進費� 13,886 百万円 
　官民連携基盤整備推進調査費� 331 百万円 
　北海道特定特別総合開発事業推進費� 4,325 百万円 
　社会資本整備円滑化地籍整備事業費� 1,900 百万円 
である。

4．�行政経費には，一般会計から自動車安全特別会計へ
の繰戻し 6,500 百万円を含む。

5．�前年度予算額は，令和 7 年度との比較対象のため組
み替えて掲記してある。

6．�本表のほか，
　 �　委託者の負担に基づいて行う附帯・受託工事費
� 49,475 百万円
　 �　�国土交通省所管の政府情報システムのデジタル庁

一括計上分� 33,014 百万円
　 �　東日本大震災復興特別会計（復旧・復興）
� 61,426 百万円
　 �がある。

7．�公共工事等の実施時期の平準化等を図るため，2 か年
以上の国債（国庫債務負担行為）784,362 百万円及び
ゼロ国債 169,715 百万円を設定している。

8．�防災・減災，国土強靱化のための 5 か年加速化対策
に基づく事業等について計画的かつ円滑な事業執行
を図るため，事業加速円滑化国債 196,253 百万円を設
定している。

9．�計数は，それぞれ四捨五入しているため，端数にお
いて合計とは一致しない場合がある。

治 水 859,986 1.01 852,184

海 岸 32,223 1.00 32,223

道 路 整 備 1,672,077 1.00 1,671,492

港 湾 空 港 鉄 道 等 413,580 1.02 403,734

港 湾 245,603 1.00 244,903

空 港 39,614 1.28 30,925

都 市・ 幹 線 鉄 道 22,822 1.00 22,822

新 幹 線 80,372 1.00 80,372

船舶交通安全基盤 25,169 1.02 24,712

住 宅 都 市 環 境 整 備 730,158 1.00 730,304

住 宅 対 策 156,060 1.00 156,106

都 市 環 境 整 備 574,098 1.00 574,198

市 街 地 整 備 102,416 1.00 102,516

道 路 環 境 整 備 446,808 1.00 446,808

都 市 水 環 境 整 備 24,874 1.00 24,874

公園水道廃棄物処理等 170,807 1.18 145,161

上 下 水 道 138,375 1.23 112,775

上 下 水 道 6,409 2.07 3,100

水 道 20,269 1.18 17,133

下 水 道 111,697 1.21 92,542

国 営 公 園 等 32,432 1.00 32,386

社 会 資 本 総 合 整 備 1,334,365 0.97 1,377,105

社会資本整備総合交付金 487,410 0.96 506,453

防 災・ 安 全 交 付 金 846,955 0.97 870,652

小 計 5,213,196 1.00 5,212,203

推 進 費 等 20,442 1.03 19,942

一 般 公 共 事 業 計 5,233,638 1.00 5,232,145

災 害 復 旧 等 41,642 0.72 57,949

公 共 事 業 関 係 計 5,275,280 1.00 5,290,094

そ の 他 施 設 58,443 1.03 56,947

行 政 経 費 619,039 1.02 606,632

合 計 5,952,762 1.00 5,953,673

表─ 1　令和 7年度国土交通省関係予算国費総括表
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4．予算の概要

4.1　国民の安全・安心の確保
（1） 東日本大震災や令和 6 年能登半島地震をはじめとする大規

模自然災害からの復旧・復興
（a）東日本大震災からの復興・再生………………………［614 億円］

� （注）復興庁一括計上

「第 2 期復興・創生期間」における東日本大震災の被災地の住ま

いの再建や復興まちづくりを着実に推進するとともに，インフラの

整備や被災者の暮らしを支える被災地の地域公共交通，福島県の震

災復興に資する観光関連事業等に対する支援を引き続き実施する。

・原子力災害被災地域における道路整備への支援

・福島県における復興の象徴となる国営追悼・祈念施設の整備の

推進

・福島県における住まいの再建や復興まちづくりの進捗に応じた

地域公共交通に対する支援

・福島県の震災復興に資する観光関連事業等に対する支援

・「住まいの復興工程表」等に基づく災害公営住宅等の家賃の減

額に対する支援

（b）�令和 6 年能登半島地震をはじめとする大規模自然災害から

の復旧・復興

令和 6 年能登半島地震や近年相次ぐ豪雨，台風等の大規模自然災

害からの復旧・復興に向けて，道路，河川，砂防，港湾，空港，水

道，下水道，公園，鉄道等のインフラの整備や被災地の住宅再建・

宅地の復旧等に対する支援を着実に推進する。特に，能登半島地震

等の被災地については，公共施設の災害復旧，和倉港の復旧，災害

公営住宅の整備，復興に向けた観光再生支援等に取り組む。

（2） 災害に屈しない強靱な国土づくりのための防災・減災，国
土強靱化の強力な推進

（a）令和 6 年能登半島地震等を踏まえた防災・減災対策

令和 6 年能登半島地震等の教訓を踏まえ，令和 6 年度補正予算で

確保した「緊急防災枠」も活用しながら，「事前防災」の観点で，

上下水道一体の耐震化などインフラの地震対策を進め，国民の生命

と財産を守る防災インフラの充実・強化を計画的・戦略的に推進す

るとともに，災害リスクを踏まえた事前防災型のまちづくりを推進

することで，被害を未然に防止・軽減する。

（b）気候変動による水害や土砂災害の激甚化に対抗する「流域

治水」の加速化・深化……………………［6,360 億円（1.02）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 2,846 億円。合計 9,205 億円（1.48）

気候変動による水災害リスクの増大に備えるために，流域治水関

連法も踏まえた「流域治水」の考え方に基づき，堤防整備，ダム建

設・再生などの対策をより一層加速するとともに，自助・共助・公

助の観点に立って，国・都道府県・市町村，企業・住民など流域の

あらゆる関係者で水災害対策を強力に推進する。また，気候変動に

よる集中豪雨の増加や火山噴火等により激甚化・頻発化する土砂災

害に対して，ハード・ソフト一体となった総合的な対策を実施し，

地域全体の安全性向上を強力に推進する。

（c）南海トラフ巨大地震，首都直下地震，日本海溝・千島海溝周

辺海溝型地震対策等の推進………………［2,032 億円（1.04）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 1,279 億円。合計 3,311 億円（1.69）

切迫する南海トラフ巨大地震，首都直下地震，日本海溝・千島海

溝周辺海溝型地震などの大規模地震に備え，想定される被害特性に

合わせた実効性のある対策を総合的に推進する。

（d）密集市街地対策や住宅・建築物の耐震化の強化

	 …………………………………………………［185 億円（2.44）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 4 億円。合計 189 億円（2.49）

大規模地震や大規模火災の発生時における人的・経済的被害の軽

減を図るため，密集市街地の改善，住宅・建築物の耐震化や防火対

策等を推進する。

（e）災害対応能力の強化に向けた線状降水帯，火山噴火等に関す

る防災情報等の高度化の推進………………［197 億円（1.07）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 577 億円。合計 774 億円（4.19）

非接触・リモート型の新技術の活用や共有体制の構築により，線

状降水帯，地震，火山噴火等に関する防災気象情報や災害発生状況

などの防災情報の適確な把握・提供を図り，行政や住民の災害対応

能力を強化する。

（f）地震，豪雨，豪雪等災害時における物流・人流の確保

	 ………………………………………………［4,103 億円（1.00）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 2,494 億円。合計 6,597 億円（1.61）

災害発生時であっても輸送ルートが確保されるよう，啓開体制を

構築するとともに，地震，豪雨，豪雪等を想定した防災対策を推進

する。

（g）盛土の安全確保対策の推進… ……………［8,470 億円の内数］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 3,506 億円の内数。合計 11,975

億円の内数。

令和 5 年 5 月に施行された盛土規制法に基づき，都道府県等が実

施する規制区域指定のための調査等の取組や盛土の安全性把握調

査，対策工事等に対する支援措置を通じて，盛土の安全確保対策を

推進する。

（h）TEC-FORCE 等の国の災害支援体制・機能の拡充・強化

	 …………………………………………………［45 億円（1.21）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 255 億円。合計 300 億円（8.04）

南海トラフ巨大地震，首都直下地震，日本海溝・千島海溝周辺海

溝型地震等の大規模広域災害時にも被災自治体のニーズに対応でき

るよう，迅速な情報収集体制の強化，高度な専門性を有する多様な

主体との連携等による自治体支援のための TEC-FORCE 等に係る

機能強化，資機材等を活用したインフラ機能の暫定的な確保による

被災者支援，陸海空が連携した啓開体制，物資輸送の確保など，発

災後に被害の影響を軽減するための応急対応について，災害対応力

を拡充・強化する。また，過酷な環境で活動する TEC-FORCE 隊

員の活動環境改善を図る。
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（3）インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナ
ンスの実現…………………………………［7,889 億円（1.03）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 1,560 億円。合計 9,448 億円（1.23）

インフラが持つ機能を将来にわたって適切に発揮できるよう，国

土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）に基づく取組や，広域

的・戦略的なインフラマネジメントの取組など，インフラ老朽化対

策等による持続可能なインフラメンテナンスの実現に向けた取組を

推進する。

（4）地域における総合的な防災・減災対策，老朽化対策等に対
する集中的支援（防災・安全交付金）… …［8,470 億円（0.97）］

※上記の他，令和6年度補正予算3,506億円。合計11,975億円（1.38）

激甚化・頻発化する風水害・土砂災害や大規模地震・津波に対す

る防災・減災対策，予防保全に向けた老朽化対策など，地方公共団

体等の取組を集中的に支援する。

（5）交通の安全・安心の確保
（a）羽田空港での航空機衝突事故等を踏まえた運輸分野の総合的

な安全対策の推進……………………………［111 億円（1.05）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 80 億円。合計 190 億円（1.80）

公共交通等における安全・安心の確保を図る取組を推進する。

（b）通学路等の交通安全対策の推進… ………［2,501 億円（1.00）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 202 億円。合計 2,702 億円（1.08）

交通安全確保のため，通学路対策，生活道路対策や踏切対策，無

電柱化等の道路交通安全環境の整備等を推進する。

（6）海上保安能力の強化等… …………………［2,775 億円（1.07）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 908 億円。合計 3,684 億円（1.42）

厳しさを増す我が国周辺海域の情勢等に対応するため，「海上保

安能力強化に関する方針」に基づき，海上保安業務の遂行に必要な

能力を強化するとともに，国民の安全・安心を守る業務基盤の充実

を図る。

（7） 国民保護・総合的な防衛体制の強化等に資する公共インフ
ラ整備

令和 4 年 12 月に閣議決定された国家安全保障戦略等に基づく国

民保護・総合的な防衛体制の強化等に資する公共インフラ整備に取

り組む。

4.2　持続的な経済成長の実現
（1） ストック効果を重視した社会資本整備の戦略的かつ計画的

な推進
我が国の経済を支える人流・物流ネットワークや，企業立地・設

備投資を誘発するインフラなど，国内投資の拡大，生産性の向上等

に資する社会資本を戦略的かつ計画的に整備する。

（a）効率的な物流ネットワークの早期整備・活用

	 ………………………………………………［3,676 億円（1.02）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 621 億円。合計 4,297 億円（1.19）

大都市圏環状道路等の整備やピンポイント渋滞対策等を併せて推

進し，交通渋滞の緩和等による迅速・円滑で競争力の高い物流ネッ

トワークの実現を図る。

（b）地方都市のイノベーション力・大都市の国際競争力の強化

	 …………………………………………………［130 億円（1.00）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 8 億円。合計 138 億円（1.06）

イノベーション拠点の形成やデジタル技術等を通じた地方都市と

大都市との交流・連携を推進するとともに，国際ビジネス拠点を支

える都市基盤の整備や優良な民間都市開発事業を推進する。

（c）航空ネットワークの充実………………………［140 億円（1.12）］

航空ネットワークの維持・活性化を推進するとともに，国際競争

力の強化や訪日外国人旅行者の受入対応等に資する空港の機能強化

等を計画的に推進する。

（d）整備新幹線の着実な整備… …………………［804 億円（1.00）］

我が国の基幹的な高速輸送体系を形成する整備新幹線について，

着実に整備を進める。

（e）鉄道ネットワークの充実………………………［171 億円（0.99）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 29 億円。合計 200 億円（1.16）

大都市圏における国際競争力の強化や利便性向上を目的とした都

市鉄道整備や技術開発等を進めるとともに，東京圏における今後の

都市鉄道のあり方や幹線鉄道ネットワーク等に関する調査を行う。

（f）国際コンテナ戦略港湾の機能強化……………［638 億円（1.01）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 37 億円。合計 675 億円（1.07）

サプライチェーンの強靱化・安定化を進めるため，コンテナ船の

国際基幹航路の維持・拡大に向けた取組を推進する。

（g）成長の基盤となる社会資本整備の総合的支援（社会資本整

備総合交付金）… ……………………………［4,874 億円（0.96）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 612 億円。合計 5,486 億円（1.08）

将来の成長の基盤となる民間投資・需要を喚起する道路整備や

PPP/PFI を活用した公園整備，地域の賑わいの創出に資する民間

等と連携した河川の水辺整備，下水道資源・エネルギーの有効利用

など，地方公共団体等の取組を総合的に支援する。

（2） 脱炭素社会の実現に向けたグリーントランスフォーメーショ
ン（GX）の推進

（a）脱炭素効果の高い住宅・建築物の普及や木材利用の促進など

を通じた住宅・建築物の脱炭素対策等の強化

	 …………………………………………………［941 億円（1.05）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 2,255 億円。合計 3,196 億円（3.56）

カーボンニュートラルの実現に向け，我が国の CO2 排出量の約 3

割を占める住宅・建築物部門における省エネ，再エネ利用等を促進

するため，新たに GX 経済移行債も活用しながら，住宅・建築物の

省エネ化や木材利用の促進，ライフサイクル CO2 の削減を図る。

（b）グリーンインフラ，まちづくり GX 等のインフラ・まちづく

り分野における脱炭素化の推進……………［149 億円（1.07）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 89 億円。合計 238 億円（1.70）
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自然の持つ多様な機能を活用するグリーンインフラ等のインフラ

の活用，都市における緑地の確保やエネルギー利用の再エネ化・効

率化，都市の暑熱対策等を進めるまちづくり GX の推進を図るなど，

インフラ・まちづくり分野における脱炭素化やサーキュラーエコノ

ミーを推進する。

（c）カーボンニュートラルポート（CNP）の形成，持続可能な

航空燃料（SAF）の導入促進，ゼロエミッション船の導入

促進等の交通分野における脱炭素化の推進

	 …………………………………………………［114 億円（0.80）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 58 億円。合計 173 億円（1.21）

脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や水素等の受入環境の整備

等を図る「カーボンニュートラルポート（CNP）」の形成推進や洋

上風力発電の導入，持続可能な航空燃料（SAF）の導入促進，ゼ

ロエミッション船の導入促進など，鉄道，自動車，道路，海事，港

湾，航空といった交通分野における脱炭素化を推進する。

（3） 国土交通分野のデジタルトランスフォーメーション（DX）
や技術開発等の推進

（a）i-Construction 2.0，建築・都市の DX 等の「インフラ分野の

DX アクションプラン」の推進………………［79 億円（0.94）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 100 億円。合計 179 億円（2.12）

2040 年までに少なくとも建設現場の省人化 3 割・生産性向上 1.5

倍を達成するため，自動化・省人化を図る i-Construction 2.0 を推

進する。また，地籍調査の成果を含むベース・レジストリや国土数

値情報等の地理空間情報も活用し，建築物の 3 次元データと属性情

報を併せ持つ建築 BIM，3D 都市モデルの整備・活用・オープンデー

タ化を推進する PLATEAU，土地・建物を一意に特定する不動産

ID の取組を一体的に推進し，まちづくりの高度化や官民データ連

携による新サービスの創出を促進する。これらも含め，「インフラ

分野の DX アクションプラン（第 2 版）」等に基づき，インフラ

DX の推進に向けて取り組む。

（b）自動運航船の実現を含め経済安全保障にも資する造船・海運

の国際競争力強化や海洋開発等の推進………［22 億円（0.97）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 5 億円。合計 27 億円（1.17）

造船・海運の国際競争力強化・生産性向上，海洋資源・エネルギー

等の開発・利用，海洋権益の保全・確保に関する取組等を推進する。

（c）DX の推進等………………………………………［4 億円（0.94）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 28 億円。合計 33 億円（7.58）

少子高齢化や人口減少といった社会課題の解決を図る観点から，

社会全体の生産性向上に向け，Project LINKS による行政情報の

データ化・活用を進め，デジタルトランスフォーメーション（DX）

の加速化を図るとともに，サイバーセキュリティの確保に向けた取

組を同時に推進する。また，「国土交通省統計改革プラン」（令和 4

年 8 月 10 日）に基づき，統計全般の省横断的な企画立案，点検，

品質改善を図る。

（4）持続可能な観光立国の実現
（a）持続可能な観光の推進…………………………［516 億円（1.05）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 544 億円。合計 1,060 億円（2.15）

我が国の成長戦略の柱，地域活性化の切り札である観光について，

持続可能なあり方で，全国あまねくその効果を広めるべく，観光産

業の「稼げる」産業への変革を進めつつ，持続可能な観光地域づく

りや地方を中心としたインバウンド誘客，国内交流拡大に戦略的に

取り組む。

（b）社会資本の整備・利活用を通じた観光振興

観光資源としての既存ストックの公開・開放などの社会資本の利

活用や，観光客の移動円滑化等にも資する社会資本の整備を通じて，

地域の観光振興に貢献する。

（5） 国土交通分野における働き方改革等を通じた担い手の確保・
育成や生産性の向上

生産年齢人口の減少が見込まれる中，日本経済を成長型の新たな

ステージへ移行させるため，国土交通分野における処遇改善や働き

方改革を推進し，担い手の確保・育成を図る。また，業務効率化や

省力化等により，生産性の向上を促進する。

（a）物流の革新や持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組

の推進…………………………………………［121 億円（1.12）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 155 億円。合計 276 億円（2.55）

令和 6 年 2 月の我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議にて決

定された「2030 年度に向けた政府の中長期計画」に基づき，物流

の効率化，商慣行の見直し，荷主・消費者の行動変容を柱とする施

策を一体的に講じ，物流の適正化・生産性向上の更なる推進を図る。

（b）担い手の確保・育成や生産性向上による持続可能な建設業

の実現……………………………………………［5 億円（1.03）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 8 億円。合計 13 億円（2.80）

第三次・担い手 3 法を踏まえ，賃金支払の原資となる適正な労務

費の確保，建設資材価格の変動への対応，週休 2 日の実現に向けた

働き方改革，建設 G メンの体制強化による処遇改善・取引適正化，

現場管理における ICT 活用による生産性向上や災害対応力の強化

等に取り組むとともに，建設キャリアアップシステムも活用した処

遇改善，外国人技能労働者の受け入れ・育成等を通じ，持続可能な

建設業の実現に向けた担い手の確保・育成や生産性向上に取り組む。

（c）運輸業，不動産鑑定業，造船・海運業，宿泊・観光業等にお

ける人材確保・育成…………………………［29 億円（0.96）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 331 億円の内数。合計 360 億円

の内数。

現場を支える技能人材等の確保・育成や生産性の向上のため，適切

な賃金設定等の処遇改善，教育訓練の充実等を官民一体で推進する。

（6）民間投資やビジネス機会の拡大
（a）ビジネスでの利活用に向けた地籍整備等の推進やデータ基盤・

提供環境の整備………………………………［95 億円（0.98）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 14 億円。合計 109 億円（1.13）
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不動産投資市場の活性化等を通じたビジネスの機会拡大・効率化

や新ビジネスの創出に向けた環境整備を推進するため，土地の適正

価格の把握や社会資本整備の基盤である地籍整備について地域特性

に応じた戦略的な推進を図る。

（b）PPP/PFI の推進… ……………………………［53 億円（0.99）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 13 億円。合計 66 億円（1.23）

民間の資金・ノウハウを活用した多様な PPP/PFI を通じて，低

廉かつ良質な公共サービスを提供するとともに，民間の事業機会を

創出し，経済成長の加速化や地域活性化を図る。

（c）インフラシステム海外展開の戦略的拡大……［27 億円（1.00）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 40 億円。合計 67 億円（2.51）

我が国の国際競争力を高め，持続的な経済成長を実現するととも

に，経済安全保障を確保し，デジタル変革，カーボンニュートラル

への対応等を通じて世界のインフラ需要を取り込んでいくため，「イ

ンフラシステム海外展開戦略 2030」及び「グローバルサウス諸国

との新たな連携に向けた方針」等を踏まえ，我が国の強みである質

の高いインフラの海外展開に向けた取組を官民一体で推進するとと

もに，国際機関との連携の強化を図る。

（d）既存住宅流通・リフォーム市場の活性化…［279 億円（1.20）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 0.1 億円。合計 279 億円（1.20）

既存住宅流通・リフォーム市場の活性化に向け，取引環境の整備

や既存ストックの質の向上を推進する。

（7）2025 年大阪・関西万博に向けた対応
2025 年大阪・関西万博の開幕にあたり，関係省庁や地元自治体

等と緊密に連携し，万博のコンセプトである「未来社会の実験場」

の具体化に向けた空飛ぶクルマや自動運転走行などを実現するとと

もに，万博を契機とした誘客促進や関連するインフラ整備等，万博

の成功やその後の大阪・関西の発展に資するような取組を行う。

（8）2027 年国際園芸博覧会に向けた対応���［19 億円（2.20）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 20 億円。合計 39 億円（4.45）

2027 年国際園芸博覧会（略称：GREEN × EXPO 2027）につい

ては，SDGs の達成及び GX やグリーン社会の実現等に貢献するた

め，関係閣僚会議で決定された基本方針等に基づき，国際園芸博覧

会協会が実施する会場建設に係る費用の一部補助，日本国政府出展

及び参加招請活動等の開催に向けた準備を着実に進める。

4.3　 地方創生 2.0 に資する個性をいかした地域づくりと分散型
国づくり

（1） 共生社会実現に向けたバリアフリー社会の形成と活力ある
地方創り

（a）地域公共交通や観光地・宿泊施設等のバリアフリー化の推進

とユニバーサルデザインのまちづくりの実現

	 …………………………………………………［272 億円の内数］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 489 億円の内数。合計 761 億円

の内数。

誰もが安心して暮らし，快適に移動できる環境を整備するため，

鉄道駅や地域公共交通，観光地・宿泊施設等のバリアフリー化を推

進する。また，全ての人に優しいユニバーサルデザインのまちづく

りを実現するため，幅広い世代が利用する駅前広場や公園施設等の

バリアフリー化を推進する。

（b）空き家対策，所有者不明土地等対策及び適正な土地利用等

の促進…………………………………………［88 億円（1.10）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 0.2 億円。合計 88 億円（1.10）

空き家・所有者不明土地等の適正かつ効果的な活用により地域の

生活環境の維持・向上を図り，魅力・活力のある地域の形成を推進

する。また，建物と居住者の「2 つの老い」に直面するマンション

の管理適正化と再生円滑化を推進する。

（c）半島，離島，奄美群島，小笠原諸島，豪雪地帯等の条件不利

地域の振興支援………………………………［49 億円（1.00）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 22 億円。合計 71 億円（1.44）

半島，離島，奄美群島，小笠原諸島，豪雪地帯等の条件不利地域

について，地域資源や地域の特性，創意工夫等を活かした取組に対

する支援を行う。

（d）民族共生象徴空間（ウポポイ）を通じたアイヌ文化の復興・

創造等の促進…………………………………［18 億円（1.01）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 10 億円。合計 28 億円（1.58）

令和 2 年 7 月に開業した「民族共生象徴空間（ウポポイ）」への

年間来場者数 100 万人を目指し，戦略的・効果的な誘客施策を実施，

魅力的なコンテンツの提供，地域との連携などウポポイの充実を図

り，アイヌ文化の復興・創造等を促進する。

（e）首里城の復元に向けた取組の推進………… ［47 億円の内数］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 2 億円の内数。合計 49 億円の

内数。

関係閣僚会議で決定された「首里城正殿等の復元に向けた工程表」

に基づき，首里城正殿の本体工事（令和 4 年 11 月着工）を引き続

き実施し，令和 8 年の復元に向けた取組を進める。

（2）分散型国づくりや持続可能な地域活性化
（a）国土形成計画の推進……………………………［0.7 億円（0.96）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 0.8 億円。合計 1.5 億円（2.06）

新たな国土の将来ビジョンとして「新時代に地域力をつなぐ国土」

を掲げ，「シームレスな拠点連結型国土」の構築を図る新たな第三

次国土形成計画（令和 5 年 7 月閣議決定）を実効的に推進していく

ため，広域地方計画の検討・策定作業を進めるとともに，人口減少

下においても地方において人々が安心して暮らし続けることができ

る社会の実現に向けた取組を推進する。

（b）地方への人の流れを創出する官民連携による二地域居住等

の促進・個性ある多様な地域生活圏の形成

	 …………………………………………………［199 億円（1.04）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 16 億円。合計 216 億円（1.12）

第三次国土形成計画に掲げる「新時代に地域力をつなぐ国土」を

実現するため，各課題に対応した施策を講じ，地方への人の流れを
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創出する二地域居住等の促進を図る。また，暮らしに必要なサービ

スが持続的に提供される「地域生活圏」の形成を促進するとともに，

多様な公園緑地の整備や，固有の歴史・景観資源の活用等により，

安全で魅力ある地域づくりを進める。

（c）ゆとりとにぎわいのあるコンパクト・プラス・ネットワーク

の推進…………………………………………［797 億円（0.99）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 81 億円。合計 878 億円（1.09）

地域の生活機能の誘導・集約や防災指針を軸とした防災・減災を

推進するとともに，多様なライフスタイルを支えるゆとりとにぎわ

いのあるコンパクト・プラス・ネットワークを推進する。

（d）スマートシティの社会実装の加速… ………［29 億円（1.05）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 2 億円。合計 31 億円（1.13）

新技術や官民データを活用して地域の課題解決，新たな価値の創

出を図るスマートシティの実装の加速化を図るとともに，その基盤

となる 3D 都市モデルの整備等を推進する。

（e）次世代モビリティの普及促進…………………［211 億円の内数］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 324 億円の内数。合計 535 億円

の内数。

ポストコロナにおけるヒト・モノの移動ニーズの変化に対応する

ため，AI・IoT 等の新技術を活用した次世代モビリティの普及等

を促進する。

（f）地域・拠点の連携を促す道路ネットワークの整備

	 ………………………………………………［3,732 億円（1.01）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 1,974 億円。合計 5,706 億円（1.54）

分散型国づくりへの転換を図るとともに，デジタル実装した社会

を支え，人流・物流の円滑化・活性化を図るため，地域・拠点をつ

なぐ道路ネットワークを整備する。

（g）地域の暮らしと産業を支える港湾整備の推進

	 ………………………………………………［1,331 億円（1.00）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 100 億円。合計 1,431 億円（1.07）

デジタル実装した社会を支え，民間投資の誘発，雇用と所得の維

持・創出を図るため，地域の暮らしと産業を支える港湾の整備を推

進する。

（3）「交通空白」の解消等に向けた地域交通のリ・デザインの全
面展開…………………………………………［236 億円（0.98）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 367 億円。合計 603 億円（2.50）

地方創生の基盤である地域交通の「リ・デザイン」を全国的に展

開するため，「交通空白」の解消に向けた公共・日本版ライドシェ

ア等を活用した多様な関係者の連携・協働による「地域の足」「観

光の足」の確保，MaaS やキャッシュレス化，モビリティ・データ

の活用推進などの交通 DX・GX による省力化や人材確保の取組，

自動運転の社会実装の推進，ローカル鉄道再構築の取組等に対し支

援を実施する。

（4）「こどもまんなかまちづくり」等こども・子育て政策の推進
「こども未来戦略」（令和 5 年 12 月閣議決定）等を踏まえ，こど

もや子育て当事者が安心・快適に日常生活を送ることができるよう，

こどもや子育て当事者の目線や，住宅を起点とした「近隣地域」と

いった視点に立った「こどもまんなか」の生活空間の形成や，こど

も・子育てにやさしい社会づくりのための意識改革のための取組を

実施する。

（5）多様な世帯が安心して暮らせる住宅セーフティネット機能
の強化…………………………………………［674 億円（1.07）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 2 億円。合計 676 億円（1.08）

高齢者世帯，子育て世帯など，住まいの確保に困難を抱えている

世帯をはじめとして，誰もが安心して暮らせる多様な住まいの確保

を図る。

（6）豊かな暮らしを支える社会資本整備の総合的支援（社会資
本整備総合交付金）【再掲】………………［4,874 億円（0.96）］

※上記の他，令和 6 年度補正予算 612 億円。合計 5,486 億円（1.08）

コンパクト・プラス・ネットワークの推進やゆとりとにぎわいの

あるまちづくり，地域交通のリ・デザインなど，地方公共団体等の

取組を総合的に支援する。

［参考］デジタル庁一括計上［330 億円（0.99）］

国土交通省が関係する政府情報システムに係る予算について

は，デジタル庁に一括計上した上で，国土交通省等において執

行する。

（一括計上されたシステム）

・国土交通本省行政情報ネットワークシステム

・次世代河川情報システム

・特殊車両通行許可システム

・海事行政情報連携基盤システム

・地方整備局等行政情報システム

・気象資料総合処理システム　　　　　　等

5．おわりに

令和 7 年 2 月から岩手県大船渡市をはじめとして，全国各地（岡

山県岡山市，愛媛県今治市，宮崎県宮崎市など）で発生した林野火

災により，被災された皆さまに心よりお見舞いを申し上げます。

令和 7 年度の通常分の予算は，令和 6 年度の予算と比べて横ばい

となっている。令和 6 年度補正予算は地域の実情や要望等を勘案し

つつ，事業の必要性や高い緊急性が認められる事業に配分されてお

り，依然として高水準を維持している。我が国では，大規模自然災

害が毎年のように発生，または発生する可能性が高いことから，復

旧・復興を速やかに進めるとともに，災害に強い国土づくりを強力

に推進していかなければならない。

一方で，運送・物流業界や建設業界では，働き方改革の促進や担

い手の確保・育成を推し進めなければ事業存続の危機に陥る恐れが
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あることから，DX，GX などを推進しつつ我が国の持続的な経済

成長を実現していく必要がある。また，国際的な都市間の競争力を

高めるために，拠点都市における地域の基盤となる公共公益施設の

整備等を重点的に支援し，民間投資を促進することも重要であり，

公共事業の 8 割程度を占める国土交通省予算（令和 6 年度補正予算

を含む）の早期執行が望まれる。

令和 4 年 2 月から続くロシアによるウクライナ侵攻やパレスチナ

とイスラエルの紛争については終息に向けての動きはあるが，世界

および日本の社会経済への影響が継続することが懸念される。その

ような中で一刻も早く社会経済が落ち着きを取り戻し，国土交通省

の各施策の推進によって，魅力ある安心して暮らせる日本の構築が

期待される。

本文は，令和 7 年 1 月に国土交通省が発表した「令和 7 年度予算

概要」によって作成したものである。

� ［文責：持丸］
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